




Possibilities and Problems in Senior Housing with Services for Living in 
the Community:





















































































































































































































































































































































写真 2　Holden Point Sheltered Housingの建物
出所：筆者撮影（2018年11月9日現地日）
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ムと同時に本人の基本情報がパソコン上に表示されるので、家族に連絡をする。地域の人からの
電話についても同じく必要なアレンジを行う。管理人は常駐しており、全員に対して毎日ドアを
ノックして安否確認を行う。邪魔されたくない人は、ドアノブに「Don’t　Disturb」の札をかけ
ておく。脆弱な人は朝晩2回、そうでない人は朝1回巡回する。
　脆弱な人の入居割合は決めてはいないが、2018年11月9日（現地日）で区の賃貸管理者と管
理人にヒアリングをした時点で、脆弱な高齢者が152人住んでおり、うち7人は寝たきりで特別
なサービスを受けていた。また、1人は足を切断、13人は動きに問題があり杖などを使用、4人
はスクーターを使っていた。そして9人は精神疾患（うつ、不安症、認知症）があり、3人は耳
が聞こえない。
　脆弱な人は、ソーシャルサービスを受けられると判定された場合には、フルタイムでの介護が
受けられるが、家族が介護しているケースもある。また、サービス受給者のニーズアセスメン
トは6か月に1回実施されている。ケアワーカーや家族は食事の準備、食事介助、家事、入浴の
世話等を行っている。介護する家族が一緒に住んでいるのは6家族で、別居している家族の訪問
もあるので、出入りは受付で管理人が訪問者の氏名を書いてもらって入館を許可する仕組みに
なっている。また、入居者それぞれに日本でいうところの、かかりつけ医である家庭医（General	
Practitioner	=以下GP）がおり、彼らの訪問診療もある。そのため、仮に入院した場合であって
も、退院してからケアのサービスの流れができているので、困ることはない。
　ここは区が所有する住宅なので、ロンドンオリンピック後に土地が値上がりしているニュー
アームロンドン自治区の中では家賃は比較的安価に抑えられているが（例：1ベッドルームで週
に160ポンド{日本円で約23,000円：2019年1月29日時点}）、あまりお金のある人は住んでいな
いとのことで、入居者の95％が住宅補助を使っていた。これは、働いているか、収入があるか
等で決める、「Housing　Benefit」（住宅手当）という補助金である。また、入居者が民間サービ
スを使いたければ使えるが、お金がかかるため、使う人もあまりいない。
　地域との繋がりは、この住宅自体が80室と大きく、ひとつのコミュニティを形成しているの
で、同じ年代や趣味の合う人たちと、コンピュータ、ヨガ等のアクティビティを行って親交を深
めているという。
　Holden	Point	Sheltered	Housingに住むメリットとしては、賃貸契約が終身であることや、基
準を満たせばソーシャルサービスやGPの診療で最期まで暮らすことが可能な点である。また、
安否確認は本人の意思を尊重しながらも、毎日ドアをノックしてその日の状態を確かめているこ
とで、小さな変化も把握することができる。さらに、区が所有している住宅ということで、入居
基準が近隣住民であることとなっている点や、基準を満たせば住宅手当が受けられ、住み慣れた
地域で最期まで暮らすことが可能になる点もメリットだと考えられる。緊急時は首にかけたペン
ダントやナースコールを押せば、短時間で助けがくる仕組みになっている点、コールセンターは
緊急時だけでなく、困りごとの相談にものってくれる点は日本のサービス付き高齢者向け住宅で
も必ずやることになっているので、ここではあえてメリットとして挙げない。
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　デメリットとしては、1〜3ベッドルーム全てのタイプを見学させてもらったが、浴室、トイ
レとも手すりがついていなかった。高齢者の事故は屋内、しかも風呂で起こることが多いため、
サービス付き高齢者向け住宅としては標準装備にすべきだと考える。
Ⅲ．事例から考察するサービス付き高齢者向け住宅の可能性と課題
　サービス付き高齢者向け住宅は、あくまでも住宅なので、個人のプライバシーが守られ、ライ
フスタイルに合った暮らしが可能で自由度が高い。また、高齢者の独り暮らしや夫婦二人暮らし
が増える中で、本人や家族が最も心配するのが、転倒など、何かあったときにどうすればよいか
である。その点では、サービス付き高齢者向け住宅は必ず入居者の状況把握サービス、生活相談
サービスを提供しなければならないため、自由に暮らしたいが、安心・安全も確保したいという
人にとっては魅力のある選択肢の一つであろう。
　サービス付き高齢者向け住宅として登録される住宅等の建設・改修費に対し、国が民間事業
者・社会福祉法人・医療法人等に直接補助をし、固定資産税・不動産収得税についても軽減 (10)
するという供給促進策を進めたため、都道府県への登録棟数は2017年12月末時点で6,877、戸数
は225,347と一定程度普及している。通常の民間住宅だと居室で亡くなると資産価値が低くなっ
てしまう等の貸主側の理由から、高齢者が部屋を借りることは難しいが、それを解消する一助に
なりつつある。
　ただし、その立地状況としては、事例として挙げたものは公共交通機関や医療機関等へのアク
セスが良いが、国土交通省の調査によると公共交通機関へのアクセスが「駅、バスともに遠い」
17.8％、医療機関へのアクセスは「徒歩圏外だが公共交通利用圏域内」3.2％、「徒歩圏外かつ公
共交通利用圏外」2.6％と、必ずしもアクセスの良くないものもある (11)。そこで今後の国の方針
としては、「日常生活圏域を目安に、高齢者の住まいと医療・介護等のサービスが適切に提供さ
れる体制を実現」「サービス付き高齢者向け住宅を単なる住まいではなく、『地域包括ケア』を担
う存在として捉え、まちづくり全体の中で位置づける」が挙げられている (12)。
　事例の中で挙げたゆいま〜る高島平は既存の医療・介護サービス、商店等が使え、イベントの
開催も行っている。日生オアシスひばりが丘、コーシャハイム千歳烏山では、医療・介護サービ
スを併設し、コンビニやカフェ等も取り入れ、イベント等の開催を行っているため、前述2点が
実現されているだけでなく、地域の人達にも利便性をもたらしている。
　だだし、ここまで述べてきたように、住宅によって、部屋の仕様や有料のオプションも含めて
サービスは様々であり、どの住宅を選ぶかは個人の価値観や経済力に依るところが大きい。そこ
で、住宅を選ぶ際には、2017年5月から開始された「サービス付き高齢者向け住宅情報システ
ム」（https://www.satsuki-jutaku.jp/）等を使ってしっかりと情報収集することや、見学をして、
かかるお金の試算等もしながら選択する必要がある。ただしこれを高齢になってから行うのは心
身共に負担が大きい。本稿を書くにあたってのヒアリングでも、家族が捜してきたというケース
が少なくなかった。しかし住むのはあくまでも本人である。若いうちから年をとって生活に不自
61立教大学コミュニティ福祉学部紀要第 21号（2019）
由な点が出てきたらどうすべきか個々人が考えておく必要があるが、現実にはなかなかできるも
のではない。これを解決する良い例になると考えられるのが、コーシャハイム千歳烏山の多世代
共生を目指した11号棟である。この棟の一般住宅に住んでいる人達は、老いていくということ
がどういうことで、そのためには何が必要かということを、高齢の住人と同じ造りの部屋に住み
ながら、ご近所さんとの付き合いの中から学ぶであろう。また、気に入ればそのまま住み続け、
重度の介護が必要になれば棟を移るということも可能である。またここは、部屋の占有面積が30
㎡以上で、1人が要介護者であれば家族も一緒に住むことができるのも、住み慣れた家庭での生
活を可能にするという点でメリットがある。Holden	Point	Sheltered	Housingについても家族と
の同居が可能な点は望む暮らしが可能になる点で評価できる。
　最後に大きな課題として挙げておかなければならないのが費用の問題である。国土交通省によ
ると、大都市圏でのサービス付き高齢者向け住宅の家賃、共益費、サービス費（状況把握・生活
相談）の平均額は11.9万円となっているが (13)、筆者が記した事例はいずれもそれより高い。利
便性の良いところであったというのが大きな理由だと考えられるが、サービスの質・量とも大き
く関わってくる。そうなると、低所得者がサービス付き高齢者向け住宅を選択することは無理に
なってくるが、国土交通省では、空き家を利用した低所得者向け住宅の供給を検討している。し
かしこれが安かろう悪かろうになってはいけない。前述の登録情報を充実させるとともに、第三
者が住宅やサービスを評価する仕組みの構築 (14）も併せて進めていかなければならない。
注
(1)	 居宅介護支援、介護予防支援、	小規模多機能型サービス、	複合型サービスを足し合わせたもの、	並びに、	介護保険施
設、地域密着型介護老人福祉施設、特定入居者生活介護（地域密着型含む）、及び認知症対応型共同生活介護の合計。
(2)		「公的介護保険制度の現状と今後の役割」平成30年度　厚生労働省　老健局
	 https://www.mhlw.go.jp/content/0000213177.pdf（2019年1月18日）。
(3)		「小規模多機能型居宅介護」と「訪問看護」を組み合わせて提供するサービスで、要介護度が高く、医療的なケアを
必要とする人が、住み慣れた家や地域で安心して生活することを可能にするために創設された。　　　　　　　　　　　　　　
(4)		市町村が中心となって、地域の実情に応じて、住民等の多様な主体が参画し、多様なサービスを充実することで、地
域の支え合い体制づくりを推進し、要支援者等の人に対する効果的かつ効率的な支援等を可能にすることを目指す
もの。
(5)		内閣府「高齢者の健康に関する意識調査」平成24年。
(6)		内閣府「平成29年版　高齢社会白書」。
(7)		第 45回介護保険部会資料（平成25年6月6日）。
(8)	 本人が契約の締結に必要な判断能力を有している間に、将来自己の判断能力が不十分になったときの後見事務の内
容と後見する人として自ら事前の契約によって決めておく人。
(9)		契約期間は1年以上で設定するが、通常は、契約期間を2年とすることが多い。なお、契約期間を1年未満とした場
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合には、期間の定めのない契約となる。中途解約に関する特約を定めることができる。解約の予告期間を定めたり、
直ちに解約する場合に支払う金銭の額について定めていることが多い。借り主が引き続き住むことを希望している
場合には、貸主からの解約や、契約期間終了時の更新の拒絶は、貸主に正当な事由（どうしてもそこに住まなけれ
ばならないなど）がない限りできない。したがって、普通借家契約の契約期間は貸主の事情と借り主の意向に左右
されることになる。
(10)	固定資産税については、5年間税額について2/3を参酌して1/2以上5/6以下の範囲内において市町村が条例で定め
る割合を軽減（一般新築特例は1/2軽減）、不動産取得税については家屋課税標準から1,200万円控除／戸（一般新
築特例と同じ）土地家屋の床面積の2倍にあたる土地面積相当分の価額等を減額（一般新築特例と同じ）する。い
ずれも適用期限は2019年3月31日。
(11）	国土交通省住宅局安心居住推進課「サービス付き高齢者向け住宅の現状と課題」2018年1月31日、P8。
(12)	国土交通省住宅局安心居住推進課「サービス付き高齢者向け住宅の現状と課題」2018年1月31日、P12。
(13)	国土交通省住宅局安心居住推進課「サービス付き高齢者向け住宅の現状と課題」2018年1月31日、P6。
(14）	国土交通省住宅局安心居住推進課「サービス付き高齢者向け住宅の現状と課題」2018年1月31日、P6。
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